
 

福井市地域防災計画の主な見直し内容 

 

 

１ 福井市避難支援プラン（避難行動要支援者避難支援制度全体計画）の改正に伴う反映 

改定項目 改定理由 改定内容 参照頁 

要配慮者安全

確保計画 

・地域における避難支援体制の構築をより強固にす

るため、避難支援等関係者を拡充する。 

・自治会、自治会連合会、自主防災組織、自主防

災組織連絡協議会の長から各団体への拡充 

・介護支援専門員・相談支援専門員の追加 

資料 5-1 P12 

資料 5-2 P10～11 

資料 5-3 P9～10 

 

２ 福井県地域防災計画の改正に伴う反映 

改定項目 改定理由 改定内容 参照頁 

男女共同参画

の視点 

・防災や危機管理の意思決定に女性が関わる機会を

増やし、現場での活躍を推進する。 

・防災会議における女性の参画拡大など男女共同

参画の視点に配慮した防災体制の確立に努め

る。 

資料 5-1 P1、5 

資料 5-2 P1、5 

資料 5-3 P1、4 

流域治水の取

組の推進 

・水災について、社会全体で被害を防止・軽減させる

ためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推

進する。 

・国、県、市町、河川管理者、水防管理者等の流

域全体のあらゆる関係者が協働し、「流域治水」

の取組を推進するための密接な連携体制を構

築する。 

資料 5-1 P7～8 

避難所生活環

境の確保 

・長期間にわたる避難所生活では、衛生状態の悪化や

精神的負担が健康に悪影響を与える懸念がある。 

・避難所運営の質を向上させるためには、人材や設備

を整えるなど、持続可能な支援体制を構築する必要

がある。 

・市は、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定

期的な情報交換や避難生活支援に関する知見

やノウハウを有する地域の人材の確保・育成に

努める。 

・県及び市は、衛星通信設備や循環式の手洗い所

など、新たな技術を用いた設備が活用できるよ

う導入を進め、体制の構築に努める。 

資料 5-1 P8～9 

資料 5-2 P7 

資料 5-3 P6 



改定項目 改定理由 改定内容 参照頁 

津波発生時に

おける避難の

指示等 

・令和６年能登半島地震において、地震発生後、１分

以内に津波が到達した地域もあったことから、津波

警報等の発表をもって市が避難指示を発令する運

用を明確化する。 

 

・津波警報等の発表時におけるＪアラートによる

住民避難の呼びかけを市からの避難指示の発

令とみなす。 

・市が発表する補足情報として、津波避難の大原

則である「すぐに、徒歩で、高台等へ、避難」

を徹底するため、市民に対しわかりやすく発信

する。 

資料 5-3 P20 

緊急事態区分

を判断するＥ

ＡＬの枠組み 

・高速増殖炉もんじゅ廃止措置に伴う燃料体取出し

完了 

・緊急事態を判断する緊急時活動レベル（ＥＡＬ）

の変更 
資料 5-4 P3～5 

 

３ その他  

改定項目 改定理由 改定内容 参照頁 

応援要請計画 民間団体との災害時応援協定を締結 

・風水害時等の避難場所の提供 

・ベッド・間仕切りなど段ボール製品の供給 

・帰宅困難者の一時滞在施設への受入れ 

・災害福祉活動の人員及び支援物資の提供 

・簡易トイレや生理用品などの衛生用品の提供 

協定一覧の追加 

資料 5-1 P21 

資料 5-2 P19～20 

資料 5-3 P18～19 

資料 5-4 P12～13 

 


